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・すべての国が参加する法的拘束力ある枠組み。
・気温上昇を産業革命前に比べて2℃を十分に下回り、1.5℃に抑
えるよう努力
・世界全体の温室効果ガスの排出量をできるだけ早く減少に転じ
させて、今世紀後半には実質的にゼロにするよう削減に取り組む
・５年ごとに温室効果ガスの削減目標を提出し、レビューすることを
義務付ける。
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世界の温室効果ガス排出量

各国の削減目標を足しあわせても
「2℃目標」を達成できない→目標向上

パリ協定
各国が提出した

2030年排出削減目標

これまでの
排出量

世界全体の温室効果ガスの排出
量ができる限り速やかにピーク
に達すること・利⽤可能な最良
の化学に基づき迅速な削減に取
り組むこと︓2℃目標＝40Gt

2050〜2100年に実質排出ゼロ
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� 英国、2026年 石炭から撤退を宣言
� フランス、2023年 石炭から撤退を宣言
� カナダ、2030年 石炭から撤退を宣言
� 中国、今年100基以上の石炭火力建設計画を中止発表

（建設中含む）
� 韓国、新大統領が脱石炭・脱原発を掲げて当選

世界は再エネ100％
＝脱化石・脱原発・省エネ

１．国は再エネの高い目標設定やカーボンプライシング導入
２．投資家は石炭から撤退する動きが強まり、再エネ重視へ。
３．再エネを最優先に接続して基幹電源に。
４．変動する再エネを最優先すると、24時間フル稼働の原発

や石炭火力はやっかいな電源に。
５．再エネコストは低下し、石炭は座礁資産に。



気候変動政策ランキング
日本は世界で61位中

60位
（2016年11月）

低い日本の気候変動対策評価ランキング
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石炭火力発電所建設計画
2012年以降に49基

日本地図

エリア 都道府県 大規模 小規模

北海道 北海道 0 1

東北 岩手、秋田、宮城、福島 6 8

東京 茨城、千葉、神奈川、静岡 9 2

中部 愛知、三重 １ ３

関西 兵庫 ６ ０

中国 岡山、島根、広島、山口 ５ ３

四国 愛媛 １ ０

九州 福岡、長崎、宮崎 １ ３

●運転開始...赤２
●建設中...オレンジ15
●アセス中...黄色2４
●計画中（将来計画を含む） ...黒４
●運転中止もしくは廃止...緑４



日本再興戦略
アベノミクス

エネルギー基本計画
・石炭・原発は
「重要なベースロード電源」
2014年4月11日閣議決定

2013年6月14日

2030年電源構成
・再エネは22～24％
2015年7月16日政府決定

再エネ 22～24％

天然ガス 27％

3％
石油

26％
石炭

原子力 20～22％

・高効率火力発電を徹底活用
・環境アセスメントの明確化・迅速化
・民間企業による高効率火力発電の投資環境を整備
・世界最高水準効率の火力発電を率先導入
・世界へ積極的に展開

日本のエネルギー政策の方向
原発・石炭依存、再エネ軽視



“高効率火力発電” でも
CO2排出はLNGの約２倍
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石炭のCO2は
LNGの2倍の
CO2排出量

再エネは稼働時
の排出ゼロ



日本のエネルギー・気候変動政策
今、見直し・大転換することが不可欠

・今までのエネルギー政策は「環境」ないがしろ
現行エネルギー政策は、「３E」と言いながら環境をないがしろにしてきた。
“高効率石炭”を推進すること自体、世界の潮流から完全に逆行している。
まずは徹底した省エネとエネルギーの効率化が第一。無駄な増エネをしない。

・エネルギー政策の抜本的転換でパリ協定対応
パリ協定は脱炭素社会の実現を目指し、
一日も早く化石燃料の使用を止める約束である。
パリ協定をふまえたエネルギー政策を日本でもつくる必要がある。
2020年までの早期に「長期低排出発展戦略」を提出することは首相も約束。
日本は温室効果ガス削減目標の見直しと目標深掘りが必要。

・石炭火力発電所の新増設を止めるのは今
石炭火力発電所の計画がすすみ、建設が進めば、後戻りしにくい状況に。
石炭火力発電所の座礁資産化は、日本全体の社会的負担にもなりかねず
今、止める方向性を政策的にも打ち出すことが不可欠。
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【おまけ】2017年 07月 5日ロイター記事より

Ｇ２０は気候保護で協力すべき、
安倍首相が独紙に寄稿
［ベルリン ４日 ロイター］ -安倍

晋三首相は独ハンデルスブラット
紙に寄稿し、２０カ国・地域（Ｇ２０）
は２０１５年のパリ協定のような気
候保護政策の継続に向け協力す
べきと訴えた。

首相は、世界的な温暖化が長年
にわたり様々な問題を引き起こし
ていると指摘。気候変動は世界中
の人々に影響を及ぼすもので、将
来の世代のために今われわれの
世代が取り組む必要があり、全員
が一丸となって速やかに行動しな
ければならないとした。

http://jp.reuters.com/article/g20-germany-japan-abe-idJPKBN19P2JV



原子力は
「ゼロエミッション」
ではない
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出典：文部科学省プレスリリース（平成２３年１２月１６
日）「第4次航空機モニタリングの測定結果を反映した
東日本全域の地表面から1ｍ高さの空間線量率」より

・東京電力福島第一原子力発電所の
事故により放射能が拡散し、環境を
汚染した。

・原子力発電は放射性物質で地球を
汚染し、「ゼロエミッション」とは
言えません。使用済核燃料も10万
年以上も放射線を出し続けます。
「ゼロエミッション電源」は再エネ
だけです。


